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貸借対照表とは、本学の一定時点（3月31日）の財政状態を示すものです。財政状態とは、資金をどこからどれだけ調達し、調達した資金
をどのように運用しているかという資金の調達と運用の状態をいいます。

貸借対照表は、以下の示す通り、資産の部、負債の部及び純資産の部から構成されます。
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令和6年度財務諸表 貸借対照表

（単位：百万円、単位未満切り捨てのため合計欄は一致しません）

令和6年度財務諸表 損益計算書

（単位：百万円、単位未満切り捨てのため合計欄は一致しません）

令和7年度収入・支出予算

（単位：百万円）

令和7年度予算においては、本学が定める予算編成方針等に基づき、教職員人件費の優先的確保や基礎研究等に対する安定的な資源配分
に向けた教育研究経費の確保、社会的インパクトの創出等に向けた新たな投資、財務戦略における中長期的な収支予測等に基づく戦略的予
算配分を行うとともに、原材料費等の高騰を踏まえた光熱費等の確保に重点を置いた予算編成としています。

財務戦略

○人的・資金的な好循環を図る組織を設置。
○IRの分析データ等に基づく学内外組織間の連携・共創関係構築。
○URA等の支援による研究プロジェクトの企画立案等の推進。
○知財の利活用や大学発ベンチャーの成長支援と一体となった知財ライセンス収入の強化。
○共同研究等の間接経費比率の拡充やサポーター組織の新設による知財のさらなる利活用。
○同窓会との連携強化や産学連携部門・基金部門の協働を通じたＯＢ・企業等からの寄附金

の獲得強化。
○セルフブランディングに係る取組強化により、ステークホルダーからの支援の拡充。
○PPP/PFI 事業や共同研究のスキームの導入による民間資金の活用。

《財務戦略に掲げる主な対応策》
収入増加策

本学では、第３期中期目標期間の初年度である平成28年度からの実績を踏まえつつ、令和13年度までの10年間について、将来的な収入・
支出の見込みを試算（収入:最小予測、支出:最大予測）するとともに、本学が掲げる理念等の達成に向けた取組の推進に必要な財源を安定
的に確保するための対応策を示した「財務戦略」を令和3年6月に策定しております。

損益計算書とは、4月1日から3月31日までの本学の運営状況を明らかにするための計算書です。全ての費用とこれに対応する全ての収益
を記載して、業務運営にかかる費用をどのような財源で賄ったかを示したものといえます。

期間損益のみではなく、財政規模の把握や効率的な業務運営状況の把握、利益（又は損失）の構成要因の把握のためにも利用されます。

経常費用の推移

H16年度（法人化当初）と
比較して、主に運営費交付
金収益の割合が減少し、受
託研究収益・共同研究収益
等の割合が増加しています。

H16年度（法人化当初）と
比較して、主に人件費の割
合が減少し、受託研究費・
共同研究費等の割合が増加
しています。

経常収益の推移
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○本学のミッション等を踏まえた戦略的な教員配置、共同研究の直接経費等に教員人件費
を計上することで、人件費の外部資金割合を拡充。

○必要性の低い業務の廃止や外注化、デジタル化による業務効率化。
○本学独自の「電力見える化システム」等を活用した啓発活動や省エネ機器導入の推進。
○UECビジョン等の実現に向けた重点配分や成果を踏まえた戦略的な予算編成を実施。
○経費全般の執行状況等を調査･検証し、結果を関係各署と共有することで費用を抑制。
○事業の成果・実績等を踏まえた上、発展的継続等に向けた外部資金の獲得や受益者負担

等のほか、事業の廃止や新規事業への切替を視野に入れた事業内容の見直しを推進。
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財務情報

対前年度比令和6年度令和5年度対前年度比令和6年度令和5年度
1,0538,3737,319負債1,54347,12045,577資産
△2122,8933,106固定負債20541,52041,315固定資産

81303221長期繰延補助金等2540,89940,873有形固定資産
△2942,5902,884その他固定負債023,59523,595土地
1,2665,4804,213流動負債23113,70513,474建物

108386277運営費交付金債務267988720構築物
31,1871,183寄附金債務△3951,0901,486工具器具備品

53302248前受受託研究費等△231,3771,400図書
12387375前受金△54559建設仮勘定

4902,0411,550未払金0136136その他有形固定資産
5961,175578その他流動負債69210141無形固定資産
48938,74638,257純資産110410300投資その他の資産

037,96837,968政府出資金1,3375,5994,261流動資産
569△3,509△4,079資本剰余金1,2935,3124,019現金及び預金

△804,2874,368利益剰余金33240206未収入金
0607607前中期目標期間繰越積立金104635その他流動資産

7814971目的積立金
03,6113,611積立金

△158△8078当期未処分利益
1,54347,12045,577合計1,54347,12045,577合計

対前年度比令和6年度令和5年度対前年度比令和6年度令和5年度
65811,83511,176収益75011,83911,089費用
1235,4775,353運営費交付金収益70711,10810,401業務費
212,9172,896学生納付金収益△599771,036教育経費

2901,8481,557受託研究収益・共同研究収益等1291,3691,240研究経費
△37378415寄附金収益70681610教育研究支援経費

7140133施設費収益3121,7731,461受託研究費・共同研究費等
360715354補助金等収益2546,3076,052人件費

△103108212研究関連収入47726678一般管理費
△5247253財務収益・雑益△549財務費用・雑損
65811,83511,176経常収益合計75011,83911,089経常費用合計

000臨時利益557519臨時損失
△11011前中期目標期間繰越積立金取崩額
64711,83511,187合計80511,91511,109合計

△158△8078当期総利益
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※令和7年度以降は見込み額
収入:最小予測 支出 最大予測

支出抑制策
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貸借対照表とは、本学の一定時点（3月31日）の財政状態を示すものです。財政状態とは、資金をどこからどれだけ調達し、調達した資金
をどのように運用しているかという資金の調達と運用の状態をいいます。

貸借対照表は、以下の示す通り、資産の部、負債の部及び純資産の部から構成されます。
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令和6年度財務諸表 貸借対照表

（単位：百万円、単位未満切り捨てのため合計欄は一致しません）

令和6年度財務諸表 損益計算書

（単位：百万円、単位未満切り捨てのため合計欄は一致しません）

令和7年度収入・支出予算

（単位：百万円）

令和7年度予算においては、本学が定める予算編成方針等に基づき、教職員人件費の優先的確保や基礎研究等に対する安定的な資源配分
に向けた教育研究経費の確保、社会的インパクトの創出等に向けた新たな投資、財務戦略における中長期的な収支予測等に基づく戦略的予
算配分を行うとともに、原材料費等の高騰を踏まえた光熱費等の確保に重点を置いた予算編成としています。

財務戦略

○人的・資金的な好循環を図る組織を設置。
○IRの分析データ等に基づく学内外組織間の連携・共創関係構築。
○URA等の支援による研究プロジェクトの企画立案等の推進。
○知財の利活用や大学発ベンチャーの成長支援と一体となった知財ライセンス収入の強化。
○共同研究等の間接経費比率の拡充やサポーター組織の新設による知財のさらなる利活用。
○同窓会との連携強化や産学連携部門・基金部門の協働を通じたＯＢ・企業等からの寄附金

の獲得強化。
○セルフブランディングに係る取組強化により、ステークホルダーからの支援の拡充。
○PPP/PFI 事業や共同研究のスキームの導入による民間資金の活用。

《財務戦略に掲げる主な対応策》
収入増加策

本学では、第３期中期目標期間の初年度である平成28年度からの実績を踏まえつつ、令和13年度までの10年間について、将来的な収入・
支出の見込みを試算（収入:最小予測、支出:最大予測）するとともに、本学が掲げる理念等の達成に向けた取組の推進に必要な財源を安定
的に確保するための対応策を示した「財務戦略」を令和3年6月に策定しております。

損益計算書とは、4月1日から3月31日までの本学の運営状況を明らかにするための計算書です。全ての費用とこれに対応する全ての収益
を記載して、業務運営にかかる費用をどのような財源で賄ったかを示したものといえます。

期間損益のみではなく、財政規模の把握や効率的な業務運営状況の把握、利益（又は損失）の構成要因の把握のためにも利用されます。

経常費用の推移

H16年度（法人化当初）と
比較して、主に運営費交付
金収益の割合が減少し、受
託研究収益・共同研究収益
等の割合が増加しています。

H16年度（法人化当初）と
比較して、主に人件費の割
合が減少し、受託研究費・
共同研究費等の割合が増加
しています。
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○本学のミッション等を踏まえた戦略的な教員配置、共同研究の直接経費等に教員人件費
を計上することで、人件費の外部資金割合を拡充。

○必要性の低い業務の廃止や外注化、デジタル化による業務効率化。
○本学独自の「電力見える化システム」等を活用した啓発活動や省エネ機器導入の推進。
○UECビジョン等の実現に向けた重点配分や成果を踏まえた戦略的な予算編成を実施。
○経費全般の執行状況等を調査･検証し、結果を関係各署と共有することで費用を抑制。
○事業の成果・実績等を踏まえた上、発展的継続等に向けた外部資金の獲得や受益者負担

等のほか、事業の廃止や新規事業への切替を視野に入れた事業内容の見直しを推進。
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財務情報

対前年度比令和6年度令和5年度対前年度比令和6年度令和5年度
1,0538,3737,319負債1,54347,12045,577資産
△2122,8933,106固定負債20541,52041,315固定資産

81303221長期繰延補助金等2540,89940,873有形固定資産
△2942,5902,884その他固定負債023,59523,595土地
1,2665,4804,213流動負債23113,70513,474建物

108386277運営費交付金債務267988720構築物
31,1871,183寄附金債務△3951,0901,486工具器具備品

53302248前受受託研究費等△231,3771,400図書
12387375前受金△54559建設仮勘定

4902,0411,550未払金0136136その他有形固定資産
5961,175578その他流動負債69210141無形固定資産
48938,74638,257純資産110410300投資その他の資産

037,96837,968政府出資金1,3375,5994,261流動資産
569△3,509△4,079資本剰余金1,2935,3124,019現金及び預金

△804,2874,368利益剰余金33240206未収入金
0607607前中期目標期間繰越積立金104635その他流動資産

7814971目的積立金
03,6113,611積立金

△158△8078当期未処分利益
1,54347,12045,577合計1,54347,12045,577合計

対前年度比令和6年度令和5年度対前年度比令和6年度令和5年度
65811,83511,176収益75011,83911,089費用
1235,4775,353運営費交付金収益70711,10810,401業務費
212,9172,896学生納付金収益△599771,036教育経費

2901,8481,557受託研究収益・共同研究収益等1291,3691,240研究経費
△37378415寄附金収益70681610教育研究支援経費

7140133施設費収益3121,7731,461受託研究費・共同研究費等
360715354補助金等収益2546,3076,052人件費

△103108212研究関連収入47726678一般管理費
△5247253財務収益・雑益△549財務費用・雑損
65811,83511,176経常収益合計75011,83911,089経常費用合計

000臨時利益557519臨時損失
△11011前中期目標期間繰越積立金取崩額
64711,83511,187合計80511,91511,109合計

△158△8078当期総利益

教育経費
8.1%

研究経費
9.7%

教育研究支
援経費
4.7%

受託研究費・
共同研究費等

4.5%
人件費

65.9%

一般管理費
7.1%

財務費用・雑損
0.0%

H16経常費用

9,065
百万円

運営費交付金収益
59.9%

学生納付金収
益

30.5%

受託研究収益・
共同研究収益等

4.4%

寄附金収益
2.1%

施設費収益
0.0%

資産見返負債戻入
2.6% 研究関連収入

0.1% 財務収益・雑益
0.5%

H16経常収益

9,203
百万円

※令和7年度以降は見込み額
収入:最小予測 支出 最大予測

支出抑制策
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外部資金受入状況

収入決算額の推移

その他収入

本学の決算報告書に基づき法人当初から現在までの推移をグラフ化しました。
決算報告書とは国立大学法人が年度計画の一項目として公表している予算の区分に従い作成し、予算計画と対比して執行状況

を表すもので、基本的に現金主義で作成します。これによりキャッシュベースで過年度と比較をすることが可能となります。

国立大学を安定的に運営するに当たって国からの運営費交付金は極めて重要な収入となりますが、平成16
年度の法人化当初から減少傾向にあり、大変厳しい財政状況ではあるものの、近年は高い業績評価等により
その額を維持するとともに、積極的な外部資金をはじめとする自己収入の獲得に努めた結果、近年は増加傾
向となっております。

※前年度からの繰越額含む

間接経費は競争的資金による研究の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費や、競争的資金を獲得した研究者の研究開発
環境の改善や研究機関全体の機能の向上に活用することとされております。

その活用に当たっては、計画的かつ適正な執行及び使途の透明性の確保が求められています。本学においては、教員等の研
究環境の向上や競争的資金に関連する部署等に配分することにより研究の質を高めています。

（百万円）

国立大学の法人化を契機として、外部資金獲得及び財源の多様化は、安定した大学運営と長期の発展において必要不可
欠なものとなっております。特に国から措置される運営費交付金は近年は横ばいで推移しているものの法人化時点と比べ
ると減少傾向にあり、今後大幅に増加する期待を持つのは難しい状況です。

そのため、本学のビジョンやミッション等を達成し自律した大学運営をするためには、様々なステークホルダーの方々
との連携や協働等を活性化させ、継続的に外部資金をはじめとした多様な財源を確保することが不可欠です。
本学においてはこうした活動を積極的に取り組むため、産学連携に関する体制の強化や研究活動支援環境の整備充実等に
努めております。

■受託研究受入件数及び金額 ■受託事業受入件数及び金額

■共同研究受入件数及び金額 ■寄附金事業受入件数及び金額

■国等からの補助金件数及び金額

■資金運用益収入

■間接経費収入及び使途の内訳

■科学研究費助成事業種目別・年度別採択件数及び金額
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■知財関係収入

長期金利の
上昇により
2.7倍増

19,207,901

7,071,395

5,068,308

3,556,663
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新学術領域 基盤研究(Ｓ) 基盤研究(Ａ) 基盤研究(Ｂ)

基盤研究(Ｃ) 挑戦的研究（開拓） 挑戦的研究（萌芽） 若手研究

若手研究(A) 若手研究(Ｂ) 研究活動スタート支援 国際共同研究加速基金
（国際共同研究強化）

国際共同研究加速基金
（海外連携研究）

学術変革領域研究(A) 学術変革領域研究(B) 研究成果公開促進費

特別研究員奨励費 件数(件)

(千円) (件)

26%

23%
10%

14%

5%
4%

17%

研究費獲得教員へのイン
センティブ支援

管理事務経費
（補助職員人件費・

消費税負担等）
産学官連携推進経費
（産学官連携センター

事業経費・URA人件費等）

戦略的人件費

教育研究設備
経費

その他
（光熱費等）

翌年度へ繰越

R6間接経費収入
計 604百万円

436,390 

617,013 

547,995 

199,390 

1,474,516 

15

19

15

17

27

0

5

10

15

20

25

30

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

R2 R3 R4 R5 R6

教育系 研究系 その他 件数(件)

(千円) (件)

5,175 4,928 4,828 4,904 4,824 5,013 5,011 

29 542 84 347 744 908 1,268 
2,879 2,665 2,578 2,623 2,612 2,682 

2,620 819 
1,737 

1,405 
1,835 2,311 2,054 

2,211 

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

H16 R1 R2 R3 R4 R5 R6
運営費交付金（特殊要因経費除く） 施設整備費補助金 施設整備資金貸付金償還時補助金 補助金等収入
大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 授業料等収入 雑収入 産学連携等研究収入及び寄附金収入等
引当金取崩 目的積立金取崩
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決算報告書とは国立大学法人が年度計画の一項目として公表している予算の区分に従い作成し、予算計画と対比して執行状況

を表すもので、基本的に現金主義で作成します。これによりキャッシュベースで過年度と比較をすることが可能となります。

国立大学を安定的に運営するに当たって国からの運営費交付金は極めて重要な収入となりますが、平成16
年度の法人化当初から減少傾向にあり、大変厳しい財政状況ではあるものの、近年は高い業績評価等により
その額を維持するとともに、積極的な外部資金をはじめとする自己収入の獲得に努めた結果、近年は増加傾
向となっております。

※前年度からの繰越額含む

間接経費は競争的資金による研究の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費や、競争的資金を獲得した研究者の研究開発
環境の改善や研究機関全体の機能の向上に活用することとされております。

その活用に当たっては、計画的かつ適正な執行及び使途の透明性の確保が求められています。本学においては、教員等の研
究環境の向上や競争的資金に関連する部署等に配分することにより研究の質を高めています。

（百万円）

国立大学の法人化を契機として、外部資金獲得及び財源の多様化は、安定した大学運営と長期の発展において必要不可
欠なものとなっております。特に国から措置される運営費交付金は近年は横ばいで推移しているものの法人化時点と比べ
ると減少傾向にあり、今後大幅に増加する期待を持つのは難しい状況です。

そのため、本学のビジョンやミッション等を達成し自律した大学運営をするためには、様々なステークホルダーの方々
との連携や協働等を活性化させ、継続的に外部資金をはじめとした多様な財源を確保することが不可欠です。
本学においてはこうした活動を積極的に取り組むため、産学連携に関する体制の強化や研究活動支援環境の整備充実等に
努めております。

■受託研究受入件数及び金額 ■受託事業受入件数及び金額
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財務分析は、大学が安定して教育研究活動を実施する財務構造となっているかなどといった財務状態の改善に活用するほか、ステークホ
ルダーに対する説明責任を果たすための資料として活用しており、過去6年間の業務費等に関連する指標の推移を元に分析を行いました。

本学は文部科学省による国立大学法人の財務分析上Bグループ（医科系学部を有さず、学生収容定員に占める理工系学生数が文科系学生数
の概ね2倍を上回る国立大学法人）に分類されていることから、それに属する大学の平均と比較し、本学の傾向を客観的に把握しています。

財務指標による財務分析

R6R5R4R3R2R1

977百万円1,036百万円1,124百万円976百万円941百万円957百万円

8.8％10.0％10.3%9.5%9.6%9.4%

13.5％12.0％11.9%11.7%11.5%11.7%

R6R5R4R3R2R1

1,369百万円1,240百万円1,339百万円1,175百万円968百万円945百万円

12.3％11.9％12.3%11.4%9.9%9.2%

12.6％13.0％12.4%11.4%11.0%11.6%

R6R５R4R3R2R1

2,226百万円1,973百万円2,354百万円1,890百万円1,473百万円1,674百万円

18.8％17.7％20.9%17.3%14.0%15.3%

17.6％23.5％26.9%17.7%16.6%17.8%

R6R5R4R3R2R1

726百万円678百万円574百万円500百万円463百万円620百万円

6.5％6.5％5.3%4.9%4.7%6.1%

6.6％5.7％6.3%6.5%5.6%6.2%

R6R5R4R3R2R1

6,307百万円6,052百万円5,880百万円5,942百万円6,132百万円6,281百万円

56.8％58.2％54.1%57.7%62.5%61.4%

56.3％52.3％51.6%55.0%57.8%56.3%

■教育経費比率（教育経費÷業務費）

■研究経費比率（研究経費÷業務費）

■外部資金比率（受託研究等収益＋受託事業等収益＋寄附金収益）÷経常収益）

■一般管理費率（一般管理費÷業務費）

■人件費比率（人件費÷業務費）
業務費全体における人件費の割合を示す指標で、低いほど良好と言われ
ています。

※表上段：本学実績値 表中段：本学比率 表下段：Bグループ平均比率

業務活動のうち教育に使用される経費の大きさを示す指標で、この比率
が高いほど教育活動に要する費用が高く、大学運営において学生教育を
重視していることがわかります。

業務活動のうち研究に使用される経費の大きさを示す指標で、この比率
が高いほど研究活動に要する費用が高く、大学運営において研究活動を
重視していることがわかります。

経常収益に占める外部資金の割合を示す指標で、この比率が高いほど外
部資金の受入が多く、自力での資金獲得ができているといえます。

業務費に対する一般管理費の割合を示す指標で、この比率が低いほど、
大学運営の効率性が高いといまえす。

※ ：本学実績値 ：本学比率 ：Bグループ平均値● ●

Bグループに属する大学：室蘭工業大学、帯広畜産大学、北見工業大学、東京農工大学、東京工業大学、東京海洋大学、電気通信大学、長岡技術科学大学、名古屋工業大学、
豊橋技術科学大学、京都工芸繊維大学、九州工業大学、鹿屋体育大学

※R4年度より帯広畜産大学、北見工業大学が北海道国立大学機構の傘下となり、R6年度より東京工業大学が東京医科歯科大学と統合したため、各年度におけるグループ平均の分母は以下の通りとなる。
R1～R3：13、R4～R5：11、R6：10

■流動比率（流動資産÷流動負債）
短期的な支払い能力を示す指標で、高いほど良好と言われています。

R6R5R4R3R2R1

5,599百万円4,261百万円4,402百万円3,825百万円3,707百万円3,586百万円
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